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労働者の職場における仕事と生活は、そのかなりの部分を企業を通じる共通な基準により決められるが、また他の
聡場レベルの諸問題の処理方式
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職場レベルの諸問題の処理方式
五六
部分は職場に固有な条件により左右される。これらの、職場における諸問題Ｉ職場問題ｌが、労働組合が組織されて
いる分野について、どのように処理されているかをみよう。労働組合は企業の従業員としての労働者の地位の安定と、
共通的な労働条件の決定に関与しているが、その対象とする事項は、多くの場合、賃金額とその平均的引き上げ額、
労働時間と勤務の条件等の基本的な事項にとどまり、これらの具体的な運用は、経営の一方的決定に委ねられること
が多かった。またその際、経営の末端である役付層は、労働組合員ではあるが、仕事の割当、残業の指示、人事考課
など、管理の細目を分担してきた。春闘による賃金水準の上昇と社会的相場の形成もあって、企業は労働組合の規制
力の弱い職場の仕事の面で、賃金出ストの低減をはかる傾向を強めているとみてよいであろう。労働組合もこの動き
に無関心であった訳ではなく、とくに、これが「合理化」と意識される場合はそうであった。また、賃金の配分につ
いて関与し、付帯的諸要求を提出することにより、個人の労働条件の決定に発言を強めてきたと考えられる。しかし、
他方、職場問題に対する労働組合の影響力の浸透を未然に防ぐ意図もあって、「全員参画」的な経営の政策も普及し、
職場における諸問題を解消する動きも強い。
全国金属は、職場問題に関して、労働組合の発言力を強めるため意識的に努力してきた数少ない組合の一つである。
日産・プリンスの合併に際しての支部分裂をはじめ、相次いで組織攻撃をうけ、それに対抗するためにも、一般組合
員の組合員意識を高め、組合活動に参加させるために、そうせざるを得なかったと考えられる。ところで、組織分裂
にあたって、しばしば末端職制が重要な役割を果してきたことは注目すべき点である。この人々は多かれ少なかれ自
律性をもつ作業集団のリーダーであって、職場問題に日常携っていると考えられる。労働組合が、職場問題に関与し、
一般組合員を資本に対抗的な活動に参加させようとするとき、この自律的な集団の活動に影響が及ぶであろう。労働
総評全国金属労働組合東京地方本部ａ支部は、鉄骨、橋梁の専業メーカーＡ社東京支店の従業員を組織し、組合員
数は、昭和四九年で五○○名をやや超える程度である。同社の関西の事業所は同じく全国金属のｂ支部によって組織
さ
れ
て
お
り
、
東
西
の
両
支
部
は
、
春
闘
を
統
一
し
て
お
こ
な
う
ほ
か
、
労
働
条
件
等
共
通
な
問
題
に
関
し
て
は
、
支
部
間
で
緊
密
に
連
絡
調
整
が
お
こ
な
わ
れ
、
会
社
と
そ
の
間
に
は
「
統
一
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協
」
が
あ
り
、
企
業
全
体
と
し
て
の
協
議
、
交
渉
の
場
と
な
っ
て
い
る
。
企
業
職場レベルの諸問題の処理方式
五七
分
析
の
方
法
は
、
労
使
間
の
協
定
書
、
労
組
の
文
書
お
よ
び
ａ
支
部
執
行
部
か
ら
の
き
き
と
り
に
よ
り
、
労
使
交
渉
等
の
経
過
と
結
果
を
整
理
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
お
こ
な
っ
た
。
「
二
で
は
労
使
関
係
の
手
続
的
な
側
面
と
支
部
の
組
織
と
運
営
に
つ
い
て
、
四
’
八
は
労
使
関
係
の
個
別
的
、
実
体
的
側
面
に
つ
い
て
分
析
し
た
。
三
は
、
職
場
問
題
が
集
約
し
て
あ
ら
わ
れ
た
「
移
転
闘
争
」
に
つ
い
て
概
観
し
た
も
の
で
あ
る
。
各
項
末
に
必
要
に
応
じ
て
主
題
に
関
し
て
見
出
さ
れ
た
事
実
の
意
味
を
叙
述
し
、
最
後
に
九
で
全
体
と
し
て
こ
れ
を
ま
とめた。
分析したい。
組合がこの集団を掌握することは、どのようにして、またどの程度可能なのであろうか。
こ
こ
で
は
、
全
国
金
属
の
ａ
支
部
の
事
例
に
よ
り
、
労
働
組
合
が
職
場
問
題
に
ど
の
よ
う
に
関
与
し
て
い
る
か
、
全
国
金
属
の
戦
闘
的
な方針が問題の処理にどう反映しているか、検討を試みた。この事例では団体交渉的な性格が強かったので、副題で
は、交渉的労使関係と名づけた。全国金属は、多数の企業別（事業所別）支部があり、業種、規模、それぞれの運動
の背景を異にしているから、ａ支部が代表という訳には行かないが、他の事例と、全国金属全体の傾向は別の機会に
基本関係
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全
体
と
し
て
の
単
一
の
支
部
あ
る
い
は
、
規
約
上
の
連
合
組
織
と
な
っ
て
い
な
い
の
は
、
全
国
金
属
自
体
が
、
産
業
別
単
一
組
織
と
い
う
建
前
を
も
っ
て
い
る
こ
と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
支
部
の
独
自
の
歴
史
に
よ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
し
か
し
、
統
一
闘
争
の
場
合
の
統
一
の
程
度
は
き
わ
め
て
高
い
。
た
と
え
ば
、
春
闘
で
は
、
両
支
部
を
統
合
し
た
闘
争
体
制
が
と
ら
れ
、
妥
結
に
あ
た
っ
て
は
、
最
終
的
に
両
支
部
の
大会に於ける組合員の投票を、混ぜ合せた上開票し決定している。
ａ支部は、昭和四八年度、東京地方本部に役員を送っているほか、地本以下の地域組織（地区協議会、プ戸ヅク）
で
指
導
的
な
役
割
を
果
し
て
お
り
、
首
都
圏
に
お
け
る
全
国
金
属
の
拠
点
的
な
支
部
の
一
つ
で
あ
る
。
一
方
ま
た
、
全
国
金
属
の
支
部
を
含
む
同
業
種
の
組
合
に
よ
っ
て
、
鉄
労
協
（
全
国
鉄
骨
機
梁
労
働
組
合
協
議
会
）
が
結
成
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
前
身
の
一
つ
で
あ
る
「
関
東
鉄
骨
橋
梁
労
働
組
合
協
議
会
」
の
メ
ン
バ
ー
で
あ
っ
た
こ
と
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
、
業
種
別
活
動
で
も
重
要
な
地
位
を
占
め
て
い
る
．
副
支
部
熈
賃
上
ば
毫
繧
問
題
な
ど
に
つ
い
て
、
強
カ
ー
ス
上
フ
イ
キ
を
背
景
と
し
た
ｌ
有
効
な
闘
争
を
行
な
っ
て
成果をあげ、その意味でも他の支部、組合のモデルとなっている。
以
上
、
ａ
支
部
は
、
全
国
金
属
の
代
表
的
な
支
部
の
一
つ
と
考
え
て
よ
か
ろ
う
。
そ
の
活
動
も
、
全
国
金
属
の
支
部
に
適
わ
し
い
戦
闘
性
を
示
し
て
い
る
。
こ
こ
で
戦
闘
性
と
よ
ん
だ
も
の
は
、
団
結
に
よ
る
力
を
背
景
と
し
て
、
団
体
交
渉
の
姿
勢
で
、
労
働
の
諸
条
件
と
組
合
員
の
利
益
を
擁
護
、
推
進
し
て
ゆ
こ
う
と
す
る
態
度
で
あ
る
と
概
括
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
職
場
問
題
に
つ
い
て
の
支
部
の
取
り
組
糸
も
こ
の
基
本
線
に
沿
っ
た
も
の
と
い
え
よ
う
。
労
組
の
こ
の
態
度
が
多
年
に
わ
た
っ
て
持
続
し
、
ま
た
成
果
を
あ
げ
て
き
た
結
果
、
こ
の
会
社
に
お
け
る
労
使
関
係
も
他
業
種
の
一
般
の
企
業
と
は
異
っ
た
も
の
に
な
っ
て
い
る
。
と
く
に
会
社
が
独
自
の
方
針
に
よ
り
労
務
管
理をおこなうことの出来る分野は他の企業より狭いと考えられる。支店機構では、業務部に勤労課（勤労係、給与係、
保安係）、厚生課がおかれているが、会社側の利益を代表する勤労課長補佐以上の指揮をうけて企画立案にあたる職
貝はいない。現在、勤労課給与係長が支部執行委員になっていること、勤労課はサービス部門であると支部側が捉え
ていることからゑても、支店の労務管理機能は他業種同程度の事業所より弱いと推測される。本社の人事・労務部門
のスタッフ数も少ない。このように人事・労務部門が手薄である一つの理由は、現場で職種ごとの自律性が強かった
という事情があげられよう。最近、東西両支店間に配置転換がおこなわれた際、人事・労務部門による調整がなされ
ていないことが問題となった幟どである。会社の機構自体としても、労務管理の集権化の程度はＩ他業種同規模の
会社に比鮫してｌ低いと思われる．
一方、ａ支部は、事実上の二人の専従的役員と事務補幼者がおり、執行委員長以下の執行委員の勤務時間内の会社
構内での個別の活動は自由であるから、組合の活動は、広範囲に及び、利害関係のある事項に深く立入る人的余裕が
ある。労働に関係する事項は広範囲にわたって労使間で協定されるが、その基礎は組合側の要求であることが多く、
まして、「労使関係管理」は、会社にとって不可能である。このことは、会社が組合に対して無力であることを示す
のではもちろんなく、たとえば、春闘においても、組合の強い闘争方針に対して強硬に対抗してきた。また、労務管
理の重要な分野では、採用者の配置などに染られるように、組合はほとんど関与しない。
ところで、右のような組合の姿勢と労使関係は、いくつかの紛争経験から、ここ十年余に定着してきたものである。
ａ支部はＡ社東京支店労働組合として昭和一一一年に結成され、翌年七月、関東金属労働組合に加盟した。昭和一一五年、
（旧）全金同盟の総評加盟にあたり上部組織は分裂したが、当組合は新しく結成された全国金属にとどまった。組合
の組織も昭和一一七年に現状に近いものとなっている。昭和三○年には、退職金要求にあたり、はじめてａｂ両支部の
統一交渉がおこなわれ、また、昭和二七年に成立していた同業労組の三社協議会を発展的に解消して全国鉄労脇が緒
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第１表ストライキによる損失
時間等の推移
してははじめて三時間のストライキを行なった。この年は、全国金属が統一要求・統一闘争の方針を決定しており、
支部もこの方針を受けて、はじめて本格的に実力に訴えたのであった。翌年の春闘では一二二時間、昭和三九年、一
六八時間、四○年には四六六時間の長期ストが打たれた。とくに昭和四○年は、国民経済的な不況の年であって、組
合が、企業の危機を訴える会社側と対抗して長期ストをおこなったことは、組合が会社の経営状況にとらわれず、自
らの生活を守ろうとする姿勢を示したしのとして重要である。昭和四○年代に入って以降は、春闘にあたって必要に
応じ相当日数のストライキが打たれた。会社業績の良くない最近でも鉄労協の中でほぼ最上位の賃上げを確保してき
ている。昭和三九年にば、日本ロールの支援統一ストをおこない、また、最低賃金制の統一行動でストを行っており、
企業外の問題についても、行動力を示した。昭和三○年代の後半から昭和四○年ごろが、現在のこの企業の労使関係
の型を決める転期になっているようであるが、職場問題でも、昭和三八年に安全に関し組合が要求して会社組織を更
扱失時間年次 職場レベルの諸問題の処理方式
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成され、社会的関連を深めながら闘争がおこなわ
で
を
ラ
外
時
卜
閲
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別
れ
る
よ
う
に
な
っ
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。
こ
の
年
度
に
は
現
在
支
部
委
員
長
〆
時
ス
間
Ｊ
・
羅鰡叩議鐘噛であるＮ氏が副委員長となっているが、三四年か
の
木
１
就
る
て
畔羽寵丸嘘謝鄙らは、ほぼ連続して委員長または三役の地位を占
傘賎朴錘吋鍵癖めており、昭和四五年度を除き執行部はＮ氏を中
と
半
限
の
キ
就
と
たは時そィの間心に安定し、およそ一五年間にこのリーダー層を
１
２
 
中心として現在の組合の姿勢が築かれてきたと考
ｊ
 
注く
えられる。昭和一一一六年春闘にあたり、この組合と
変させ、担当部門を強化するという成果をあげている（後述）。
昭和四五’四六年の工場の全面移転（都内の過密狭小な工場を売却し、郊外の工業団地に転出したしの）をめぐる
労使の交渉は、昭和四○年ごろまでに定着していた関係の適用であろう。エ場移転が、職場の空間的移動により、労
働者の労働と生活のすべての側面に大きな影響を与える点で、この支部がこれらの諸問題にいかに対処しているか集
約的に示すものであった。これについては一一一で論じたい。
Ａ社ｌａ支部間の労使関係が、現状のようなものとして定着した理由としては、以上の経過から、全国金属全体と
しての戦闘的姿勢を支部でも支持し、成功を収めてきたこと、昭和四○年代以降、業界と会社の発展は頭打ちないし
停滞の傾向をゑせはじめたことをあげることができよう。ａ支部が戦闘性を保っている背景としては近年一般組合員
からの突き上げも強く、もともと強い方針を出している執行部も、これを無視できないという事情もある。たとえば、
昭和四六年春闘では、ストライキを背景にようやく到達した会社の最終提案が代議員の支持を得たにもかかわらず、
一般組合員の投票により六票差で否決される事態を生じ、結局一時金を上積象して解決した。（な菊大衆路線を反
映し、交渉団は交渉を妥結する権限をもたず、交渉によって提示される会社案に対し組合員が投票することになって
いる。）また、翌年の春闘は国際通貨不安を反映した困難な経済環境のもとでおこなわれ、二万円の要求に対し、一
四八○○円で妥結しようとしたところ、中央闘争委員会が「泣きを入れた」と批判した職場があり、投票でも賛成五
一四反対一一一六六無効一と、かなりの批判票と承られるものがあった。さらに、四九年春闘の家族集会に来援した市川
誠総評議長は、その後の寄稿の中で、「（激励を）終ってから、記念に鏑ハーフを一鉢もらった。手渡してくれたのは若い
女性だった。あとでＮ委員長から、この女性が昨年の春闘で、執行部の妥結提案（会社側最終回答として大会に提示
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されたもの）に「待った」をかけ、支部はさらに闘い、回答を積上げたということを聞いた。勇気を出して発言した
彼女ｊも偉い、同時に一人の女性の発一一一口を受け止めて、闘いつづけた支部も素晴しい。この辺に全国金属の組合の土根
性があるようだ。大衆闘争はこうして前進するのだと感じた。」と書いている。後述するように、支部の運営において
も一般組合員の意思が執行部に反映するようになっており、賃上げ闘争などで、とくに、戦闘性を保つ根拠となって
ａ支部が、新入組合員教育に用いているテキストは幻賃金とストープィキについて、つぎのような説明をしている。
「八百屋さんでも魚屋さんでも……（ある）限度以下では売り値の合わない時には、お客さんに『では又よくお考え
になってからにして下さい』と……断ります。……『自分の提案、条件が容れられない時は売ることをやめる』この
権利、この原則が労働力と云う商品には認められないでしょうか。」この立場では第一に、企業業績と賃金とは原則
的には無関係であり、第一一にストライキは労働力の売り止めと把握されている。このような主張は、労働者の熟練の
程度が高いとか、企業と終身雇用的関係が薄いとかの事情、あるいは、営業活動自体が労働力に依存する程度が大き
いと一一一口う事情にあるとき、説得力があり、現実的であり得るが、Ａ社の場合、資本集約的な巨大企業に比較すれば、
このような条件を備えているといえよう。会社の資料によれば、経営状態の比較的安定していた昭和四○年代前半の
粗付加価値中爬占めを人件費の割合は七○’八○％にも及んでいる（その後は、赤字が続き、異常な事態となってい
る）・このことは、この業種、企業が労働力依存的な性格が強いことを示している。また、業務の性格上、典型的な
受注生産であり、工程も、現寸、罫書、内作（歪取、切断、曲げ加工）、穿孔、溶接、組立、切削等より成り、現在、
一部機械化が進展しているとはいえ、伝統的に個右の労働者の熟練に依存する仕事の流れとなっていたと考えられ
いると考えられる。
「組合は新機構実施による職制機構に於ける、指示、命令系統の一本化と、それに伴う権限の強化、数職種に依る
大箏フロック統合での課制度が課内に於ける生産及び人的管理および責任体制強化となり、組合活動への制約をが懸念
されるところから、会社は現行労働協約並びに覚書を厳守し、また日常労使慣行について今後も尊重し、組合活動の
一切について制約が生じることのないよう申入れます。」（新制度では、従来の班を単位に、そのくくり方を改め、責
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を申し入れます。」
る。この点と関連し注目されるのは、最近おこなわれた会社の機構改革と、その一環としてのエ場内職制の変更であ
る。このことは、やや複雑な意義をもつようであるが、ここでは、改革以前に注目しよう。改革前は、職種ごとに班
に編成され、一ないし数班を「作業主任」が統轄していた。作業主任は工場全体で七名で、それらを全体として「技
能長」が統轄し、「技能副長」が技能長を補佐していた。技能長は、エ場の生産の責任者（工場長の指揮下の総括責
任者）としての地位を占めるが、生産管理に関するスタッフを持っていなかった。このことは、エ場内の業務が、自
律性の強い職種別集団である班によって担当され、集中的な管理が不徹底であったことを予想させるものである。と
ころで、この事情は、労働組合の組織と活動に微妙な関連をもつ。すなわち、職種別集団（班）を主体とした作業で
は、業務量を自律的に規制し、また、この職場集団から出ている組合の役員、委員に、活動のための時間を与えるこ
となどによって組合活動を強化できたと考えられる。制度改革にあたって組合が、次のような項目について申し入れ
をおこなっている（昭和四八・七・二○）が、これは右のような事情に伴うものであろう。
「新機構の実施に伴う日常作業の中で、無差別的な時間外労働、あるいは便宜的転用など労働強化につながる（こ
とも）憂慮される。従って組合はその対策に関し現行の労使協定（後述）を基本に、会社が必ずそれを厳守すること
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六四
任者である作業主任の呼称をさし当り課長代理に代え、そ
の後、非組合員である課長に昇格させた）
企業と２雇用関係についてゑよう‐会社そのものは、明
治期に創業し大正一四年に株式会社になり東京、大阪に工
場がおかれ、東京の工場はその後昭和二年に当初の場所
から、今回の移転以前の場所に移った。このように企業の
歴史は長いが、今日のような規模になったのは戦後復興期
以降であり現場労働者の大部分にとっては、雇用関係の歴
史は比較的新しいと言わなくてはならない。すなわち戦後
の組合員数をみても、昭和一二年一五八名、一一一○年二八一
名、四○年五○七名と増加しており、この組合の姿勢が定
着した昭和四○年ごろをとれば、未だ勤続の短い労働者が
大部分であった。そこで、当時を垂準としてみれば、大企
業におけるようにいわゆる終身雇用的関係は明確でなかっ
たと思われる。少なくとも、組合活動が定着する以前に終
身雇用的な期待が一般に従業員に浸透するほどではなかっ
たと推測される。第二表のとおり、昭和四○年度で組合員
蝋－－｢幸扉扇言FJmmm蔬簔鰹臺蕊臺雲壜簔1両Ｔｉ肩溌羅
灘藝砿奮臺灘灘塞窪式下たに、者で方なで。後、がＩまで対に背よ熟も勤針おあそ昭昭、該強し
ると雇のなすと最うて三この年ら平とな用性りるも近が今○三時齢れ均寶ぞ臘格雑鵺謹護歪奎努雛欝
：譽曇諾警摺豊１屯；髻糀鮓舳のえ情的卒な求定金で規れ齢いる年
虚２３護上師腱蕊勤讓星当碧譽
城簔梍蠅鰕農曾で鰯篶學,vj鶯
譲鷺菫鯰鳥饒漂三上：菫鬮条、れる態つにの、し年まれけに係
妻鬘ｆ蕾曇：鑿緩襄學：鮭臺：驫
僧彊鮴鳶申騏農雲勘鴬餓芋鷺
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である。ａ支部は、Ａ社の業績がここ数期にわたり不振であることに伴い微妙な立場にあるように見受けられる。将
来ともこのような事態が長期間持続すれば、組合員の雇用の安定が脅かされる可能性がないとは一一一口えない。しかし、
ａ支部の基本的態度は、労働組合の正当な要求を容れて、人件費負担に耐え、雇用を維持するのは経営者の責任と見
なすものであるといえよう。あるいは労働に関し間接的な経営の諸側面に対して組合があまりに深く関与せず、責任
を負わない態度と定式化することができよう。しかし、最近の組合の文書の中には、次のように、やや異った姿勢も
みられる。
第一に、昭和四五’四六年の移転闘争の中では、移転そのものを資本の利潤を確保するための合理化として把握す
る一方、大資本の系列に入るよりは相対的に望ましいとし、移転に伴う諸条件についての象ならず、移転そのものに
必然性があるかどうかについても組合で検討している。「企業（の利益）の承でなしに、そこに働らく労働者の利益
も当然考えなければなりません」（昭和四五・二・七書記局文書）と述べている。
第一一は、前述の組織変更にあたって「生産陸路打開」について方針を明らかにするよう申し入れ、覚書を取り交し
ている・その内容は、レイアウトの改善、溶接作業の省力化、作業改善のための経営上の委員会制度、生産要員の確
保、生産能力及び精度向上のための社員教育等の項目であった。
これらの事例は、資本主義企業における合理化は必ず労働者に不利益をもたらすという命題（全国金属『社会のし
くぷと労働組合』七六’七七ページ）に対し、ａ支部が実践の場面では、組合員の利益になる限りで経営の利益追
求を容認するとともに、経営方針を既定のものとせずに、組合側から要求するという立場をとっていることを示すも
のである。組合と会社が協議して意思決定するのでなく、経営の意思決案に対して批判的に要求して行く姿勢といつ
第３表会議，協議の開催回数 てよいかも知れず、その限りでは団体交渉の延長上にある。
以上、一定の背景と経験の中で、Ａ社ｌａ支部間の力を基礎とする団体交渉的な関係が定着しているが、最近にお
ける労使の接触の機関は、「経営協議会」（経協）と団体交渉および各種の労使間の専門的委員会が公式のものであ
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下記に終る
組合年度
昭和4１．
４２． 
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４５． 
４６． 
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４９． 
２
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７
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●
●
●
●
●
●
●
 
９
９
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９
９
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９
９
 
１３７８６７４８ 
１３４８５６２１５ 
１２９９０６９８ 
１３１９３６７２１ 
１２８９７６８１６ 
１３３１０８８７１８ 
１５４７８６９１４ 
１３１６３７０６ 
１２０５０６６７ 
5２１２ 
３３１２ 
４０１２ 
４４１２ 
２１１４ 
６２７１１１１－－ 
４１６９１１－－ 
５２６７１１－－ 
４１８１０１３－－ 
３０１０９１２－３ 
３１３８９－４ 
３３４１０１１１２－ 
３２３１５１４１１４ 
４２５１０１３８２ 
5８１２ 
3５１２ 
3０１３ 
２０１２ 
(注）－は不詳。毎年の定期大会議案香より作成
る。経協は、東西支部統一の全社的なものと、東京支店ｌ
ａ支部の間のものがある。後者については、「協約の精神
（労使関係の安定、経営の民主化と労働条件の改善、社業
の隆盛などが協約前文に認われていたが、最近の改正で労
使関係の安定のみとなった。）に則り円滑なる事業の運営を
はかるため」設置すると協約に記されている。協議事項は、
①職制および人事、②苦情処理、③福利厚生、④労働条件、
⑤協約の改廃、解釈、⑥就業規則の改廃、⑦経営方針と業
務概況の説明、⑧その他となっており、協議決定をした事
項は協約と同一の効力をもつことになっている。建前とし
ては、広範囲の問題が、経協から団体交渉さらに争議行為
に及び得ることになっている訳である。苦情処理について
も制度上同様と解される。争議行為については組合側にと
っての制限的規定（労働委員会への申請等の手続上の制限、
六七
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政治スト、同情ストの禁止など）はない。もちろん、これまで、団体交渉や争議行為に至ったのは、賃上げその他
（企業独自の労災補償、定年延長、時間短縮、等）の少数の問題にほぼ限られてきた。
経協の運用上の特徴としては、まず開催回数が多いことをあげなくてはならない（第一一一表）。これには、春闘など
に際しての交渉の初期の段階が含まれるほか、各種の問題について組合が協議を要求するためである。そこで、第二
の特徴としては、会社側が経営方針を説明し従業員に協力を求めるコミュニケーションの場としてよりは、組合から
の要求を検討する場としての性格が強い。第一一一に、経協の運営のこのような性格と組合運営の方針から経協の協議内
容については、一般組合員に広く伝達されている。なお、会社側からの業績の説明等しかなり詳細に一般組合員に知
らされている。基本協約、その他の労使間協定により次の委員会がおかれている。第一は生産委員会。「生産業務の
健全なる運営および墹強をはかるため」おかれ「会社、組合の協力機関」とされている。生産委員会は、①生産工程
ならびに工数査定、②生産能率の増進、③作業の合理化、技術改善、④生産に関する創意工夫、発明考案の奨励と褒
賞を取扱うことになっている。定期的には毎月一回開かれる。日常の運用としては、毎月の生産状況と生産計画、生
産奨励金の基礎となる工数の検討、残業の予定に関する協議等がその慣例的な内容である。協議の結果は組合の文書
で一般組合員に知らされている。
第二に、安全衛生委員会がある。これは、協約により、労働組合の協力の機関とされており、後述するようにこの
委員会での労使の対立は少ない。
第三に、給食委員会、賞罰委員会、賃上げおよび一時金の配分を扱う賃金委員会、「留年」（五五才定年後の勤務
延長で現在一一一年間。五参照）後一年更新で一一年まで嘱託となり得るがその適否や貸金を審査する再雇用審議会があり、
それぞれの専門的事項について労働組合の代表者が参加している。
以上の委員会の対象とする専門的事項については、通常は対立の幅が大きくないが、財政的負担を伴う事項等、処
理の困難な問題は経協に持ち出される。規定上は独立した委員会であるが、時にこれらの委員会は経協の小委員会の
ような位置づけとなる。委員会によっては一般組合員が組合側委員に加わっているが、その場合も執行委員が中心で
あり、労使の構成から一一一口っても委員会は経協の小委員会的な性格をもっている。
苦情処理については、経協の協議事項となっているほかには制度化されていない。全国金属としても、苦情処理手
続は、戦後における導入の過程からゑて争議を制限し、組合の闘争力を弱めるものと把握し、制度化しないよう指導
している。苦情処理規定がおかれている企業では一般に、作業環境、個別職場に関連した施設の改善などの集団的な
ものが扱われることが多いが、この種の問題峰ａ支部の場合、春闘、秋闘、一時金闘争、協約闘争などにあたって
職場の要望を執行部で集約して、団体交渉で処理している。昭和四六年秋闘、翌春闘は工場移転後生じた諸問題を処
理する必要があった。組合員に対するアンケート調査がおこなわれ、それらを集約して四七年春闘の要求項目が決め
られた。その後四七秋闘、四八春闘、秋闘、年末闘争などいずれも数項目ずつ要求がでている。四六年秋闘以降のこ
れらの要求事項を、分類すると次のようになる。
第一に、労働条件の細目に関するものがある。この例としては、ａ支部が移転後、時間外割増率の引上げを独自に
要求し、交渉の結果改善された率が全社に適用された。まだ祝祭日が日曜と重複した場合の振替休日の賃金補償の
要望が職場から出て、ａｂ両支部統一の要求にまとめられた。第一一に、増員要求がある・一一回要求が出て経営側から
は採用計画が示されている。第一一一に、作業環境、安全衛生、作業服など作業の実施に直接関連したもので件数として
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もつとも多い。技術的に困難であることもあって、溶接煙の排出が繰返し要求されているほか、安全通路の確保、床
面の整備、撒水設備の改善などが登場している。作業服、安全靴などに関する要求、更衣室、入浴などに関する要求
も見える。第四は、工場移転により交通不便な場所になったことに伴う、通勤、交通に関する要求である。第五は、
福利厚生に関するもので、施設、器具、サービス等に関する多様な要求がある。第六に、組合活動に関連した要求も
ふられる。安全活動は協力的なものであるとし、そのため他組合との安全会議、他工場の．〈トロール等に参加する際
の賃金及び交通費を負担せよというものなどがその例である。以上のいずれかの分類の中間に属する要求もあったが、
少数である。
要するに、組合活動に関するものを除けば、仕事の遂行とこれをめぐる諸条件が問題とされており、多少とも集団
的性格をもっと考えられる。主要な闘争に付粥して取り上げられた右のような問題は、また経協や組合執行部と工場
側との日常の折衝を通じて随時取り扱われている。
一方、個人の苦情は、労使間の問題となることが少ない。前掲のような諸要求は、もともと個人が不満と感じたも
のを組合として集約したものであるが、すでに確立された慣行等のルールが正当に適用されないという、苦情の本来
的なものでなく、小規模な労働条件や施設の改善などの新しい要求である。ルール違反が問題となった例としては、
残業に関する協定に違反し、自家用車で通勤するあの等が深夜まで残業させられるという事態が起った後述のケース
があるが、支部は組織全体として通常の協議と同じ姿勢で処理している。配置転換をめぐって、個人が不満足の意思
を表明し、あるいは転居による住宅問題の相談が組合に持ち込まれた例については、妥当な解決になるよう支部書記
局が会社側と折衝するとともに、新たなルールを会社側と協議している。すなわち、この場合、組合は個人の問題に
Ａｌａの関係の中心に経営協議会があるが、これは主としてａ支部の要求に関する平穏な団体交渉の場となってい
る。これには協議会の実質上の小委員会にあたる各種の専門委員会が付属し、これらによって広範囲の問題が扱われ
る．労使間の対立が厳しい悶魑はストライキ蓬蘆とした団体交渉Ｉ形式上もそう言われるｌに移される。薑
処理手続はなく、共通性のある諸種の問題、施設、福利厚生その他は、経協ｌ団体交渉の関係の中で扱われる。団体
渉が多方面にわたり経営の問題に関係する場合、ａ支部は批判し、注文を付し、質問するが共同責任を負わないこ
職場レベルの諸問題の処理方式
七一
対して世話役的に配慮するとともに、全体に適用される基準を協定している。ところで、支部が、交渉と協議の結果、
覚書を会社側と取り交し、あるいは文書の往復によって新しいルールが作られると、一般組合員にはその都度、一一ユ
ースとして流され、各職場ではその際、実施について点検・監視している。経営側は協定遵守の方針であるため実際
上あまり問題は生じていない。しかし、組合員個人、あるいは各個の職場が、諸規定、覚書、往復文書の詳細をよく
整理保存しているとは言えず、細目にわたる問題が発生すれば、執行部に持ち込むことになる。詳細なルールを作り
それを運用するというより、問題発生の都度協議する問題処理になっているといえよう。
以上、Ａ社ｌａ支部の労使関係は、ａ支部の戦闘性によって特徴づけられる。いくつかの闘争経験と安定したリー
ダー層を通じて、この関係が定着したが、ａ支部が戦闘性を保ち得た背景には、自律性の強い熟練労働に依存する程
度が高く、長期継続的雇用関係が概して弱かったことがある。長期継続的関係はむしろ組合によって形成されている。
このような背景に、一般組合員の要求を尊重する組合運営といった主体的条件がこれに加わる。組合の執行部と、代
議員の活動は、無制限ともいうべき時間を必要とするが、これは自律性の強い職種集団の支持と理解により捻出され
ている。
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とを基本方針としていると思われる。責任を負えば、戦闘性を失いかねないからであろう。
全国金属は産業別統一組織として個人加盟の原則とっているが、企業支部については組合員の範囲は具体的に支部
レベルで決まっている。ａ支部の場合は労働協約の中で規定されており、多くの他の企業別組合の場合と同様に、試
用期間中の者、臨時労働者、嘱託は組合員に含まれない。このほかこの業種では工場内で作業に従事する下請企業の
労働者がいる。これらの労働者（「社外雇員』が正規従業員と共に働いている分野としては、溶接、組立、仮組立で
人数が多く、その他の職場にも一部ゑられる。また、塗装、錆取りの作業はもっぱら外注に依存している。正規従業
員の中で非組合員は課長以上の者、勤労課の課長代理および勤労係長のみで、除外される者は少ない。ショップ制は、
労働協約本文で、従業員の加入を強制し、組合脱退者、除名者を無条件に解雇すると規定されている一方、除名者に
ついて会社が異議のあるときは協議するという覚書があり、企業別組合にもっとも普通にみられる型となっている。
ただしこの条項が問題となったことばない。また、逆締付け規定はない。全国金属の産業別組織の原則を徹底すれば、
臨時労働者や同一事業所に働く下請企業の労働者を組織外に放置することはできない筈である。ａ支部でも実際、「臨
時社員」の本採用化の要求が過去、多年にわたっておこなわれてきた。組合史によると、昭和一一四年までは入社と同
時に全員組合員になっていたものが、昭和二五年の繁忙期に「労働協約のキチンとしたものがなかった為にずるずる
と臨時工制度なるものが出来てしまい、悔やまれてならない」とある。その後昭和一一一六年に臨時雇用の者の全員本採
用が春闘の併列要求として出されている。以後の経過は明らかではないが、現在は就業規則に一一ヵ月以内の期間を定
二
支
部
の
組
織
と
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ａ支部では、組織していない層があるとはいえ、これらの組織外の人々（とくに嘱託と「臨時社員」）に対しては、
それぞれの利益を考慮して、要求を会社に代弁している点も見落せない。これは嘱託に対する賃上げの保障のほか、
正規従業員に準ずる各種の処遇の要求となっている。後者としては、臨時、嘱託の公傷時の賃金補彼（昭和四八年春
闘）、臨時要員の退職時の慰労、永年表彰を一般並柔にする要求（昭和四八年年末闘争）などがあり、いずれも実現
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ある。
めて雇い入れる臨時雇員の規定がある。臨時雇員として四○才未満の者が採用され、二カ月間を経ると、本採用の試
用期間（二ヵ月）に入る。試用期間が終ると組合員になることになる。そこで長期の臨時労働者は事実上解消した。
一方、「社外雇員」については、組合としては組織に入れる政策はとらず、安全の確保のため協力するにとどまっ
ている。これは、別企業の従業員と同一組織を形成する二」とは現実的でないという判断によるものと考えられる。そ
れにしても、同じ職種にＡ社従業員と下請の「社外雇貝」が働いていると、下請への仕事が増せば組合員向けの仕事
が少なくなるという問題がある筈である。しかし、これまではＡ社ｌａ支部間に問題は生じなかったようである。
第一に、仕事は正規従業員に優先して与えるという原則がある。定年後の再雇用と関連してつぎの協定がある。
「（嘱託の）雇用期間中といえども経営上やむを得ない場合は解雇することがある。そのときの解雇順位は原則として
同一職部内の、１社外工、２臨時工、３嘱託……」とするとある。これは、仕事が少なくなっても「社外雇員」に仕
事を奪われることばない原則を示すものであろう。
第二に、「社外雇員」の賃金収入はＡ従業員に劣らない水準にあるし、また、近年は下請も労働力不足の状態にあ
ること、さらには、社外下請を利用しても質の面で問題があることなど、会社としても下請化をすすめ得ない事情が
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されている。賃上げについては、嘱託について、一般に対する一定率（五○’六○％）保障を組合の要求で実現して
い
る
。
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して「拡大委員会」がある。後者は、役員（執行部）と職場代議員（略称「代議員」）で構成される。代議員は、組合
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も
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に
書
記
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が
あ
り
、
書
記
局
に
専
門
部
が
おかれ、執行委員が部長として職務を分担している。専門部には、財政、組織渉外、企画禰査、教育宣伝、共済厚生、
文化体育、労金対策、青年鰯人、東京事務所担当の九部がある。青年婦人部は他の専門部並承に位置づけられている
が、相対的に独自な活動をしていること、この程度の規模の組合としては専門部が分化していることｌｌ組合の活動
の
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職場問題との関連では末端の職場代議員がどのようにして選ばれ、どのような役割を果しているかが重要である。
昭和四八年の選挙では、第四表のような選挙区（職場を基礎とする単位）により各区一’三名の代議員が選出された。
選挙区は、会社の機構により、係、課を基礎に編成されたものである。各選挙区における職場代議員の選出方法は一
定せず、「選挙制」（推薦または立候補による）の職場と順番の職場がある。一般には、順番で職場の委員を選出する
第４表代議員の選出数（昭和48年） 方法は、積極的な引き受け手がない場合やむを得ずとられることが多いであろうが、組合執行部をはじめ組合員の中
には必ずしもこれを消極的にとらえず組合員が誰でも一定の責任を担い活動の機会を与えることは望ましいとする
者もある。しかしその場合でも拡大委員会の回数が多いことなどで、個人的な犠牲を伴い、また職場をまとめる責任
が重いという印象は避けられない。昭和四八年秋の定期大会議案書では、次のように述べる。「誰かがやるだろう、
あるいは、あいつにまかせて置けばよい、と言うような他人依存の思想は絶対にさげるべきです。誰しもが楽をした
い気持があります。他人まかせ、そして批判だけはする、と言うことは一番気楽でよい筈です。しかし、全部の人が
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言
え
ば
、
代議員が毎年交替しては、組合活動をひろく経験させる効果はある反面、執行部依存になり易い点の反省と思われる。
(1) 
計｜～19歳’２０~２４１２５～２９１３０～３９１４０~49150歳以上 職場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
４４ 総数３１
事務系８
現場系２３
８
１
７
 
９
５
４
 
６
２
４
 
Ｇ
ロ
４４ 
(2)勤続年数別
;TlIz雨！『71房伝うこ｢豆Fこ｢5ＩＦ二F年~|'昨~i'5年~'２０年～
６ ６
１
５
 
２
．
２
 
総数３１
事務系８
現場系２３
４
１
３
 
５
２
３
 
６
２
４
 
１ 
１ 
勺
Ⅱ
▲
→
Ⅱ
▲
● ６ 
3）地位別
露|蒜 男子一般|女子一般計
人員’３１ 2７ １ １ ２ 
七六
協力は必ずしも十分でない。「代議員を出した以上職場
全員が責任を持ち、協力体制が必要だ」という声も強い
詮（昭和四八年五月、組織強化を目標におこなわれた職場
の率討議のまとめの一項目）。
況
と
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、
状癖結果的には組合員の種危の層が出ている（第五表）。二
躯人以上が選出される職場では勤続の長い者と短い者の組
４
 
麺承合せを考慮のうえ決められる声」とがあるし、また、事
辨務管理部門では入社間近い者が、「組合員意識を高める
鼬ために」選出される例もある。第五表の示すように、事
胆務系の代議員では現場系に比鮫して年齢が若く、勤続が
９
 
》短い傾向にある。事務系職場では組合活動家になり手が
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傾
向
が
こ
』陸こでも反映されている。代議員はまた、一年》」とで交替
協調的な組合では、末端の役付層が中間議決機関の構成員として会社寄りの行動をする例も少なくないが、この支
部の場合、役付で職場代議員の者は少なく（第五表③）また一般的にも組合全体の戦闘性によって、組合員であるこ
とが、職制であることに優先して意識されているように見受けられる。支部としても、組合の委員、役員を経験した
ことのある、これらの人交を、各種委員会の構成員に加えるなどの方法によって、その業務上の経験を支部の立場で
生かすような運営をおこなっている。
職場代議貝の主な職務は、職場の組合員を組合の第一線組織としてまとめてゆくことにあり、具体的には拡大委貝
会の討議と決定事項を職場の組合員に伝達すること、書記局の発行する文書を伝えること、職場討議をまとめること、
職場内の苦情があれば執行部に伝えること、日常仲間意識を高めてゆくこと等がその内容である。
前記の資料には「代議員の役割・拡大委員会の性格が不明確であり、単なる連絡員・連絡機関（にとどまってい
る）」とある。職場討議は、執行部の計画にもとづいて実施され、職場内に格別重要な問題が生じない限り独自におこ
なわれることばない。「問題によってむずかしく、（独自では）職討が進めにくいこともあり、必要に応じて（執行部
が）職場に入って指導してもらいたい。又、それによって組合員の生の声がわかるのではないか」（同じ資料）。こ
れらの意見は、職場代議員は、一般組合員が持っている要求や感覚を代表して拡大委員会に持ち込むという機能を十
分発揮するに至っていないという反省があることを示している。
そこで、末端から組合組織を強化することが課題となり、種々の試承（学習の強化、日常活動の強化、職場討議の
改善、五人組制）が提案されてきたが、満足な成果を収めてこなかった。会社の機構改革により組合の選挙単位が変
ったことや、全国金属の職場組織強化の方針に沿い、執行部は、昭和四八年秋の大会に先立ち、組合員七名に一人の
聯場レベルの諸問題の処理方式
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割で職場委員を選出し、代議員を支える等の末端の行動を強化する方針を打ち出したが、組織が複雑化し負担が重く
なるという意見も強く、現在まで、承認を得るに至っていない。現状では、個別職場に問題を生じた場合、支部執行
部に持ち込むことができるし、諸職場の要求は執行部で取捨選択し、要求として会社と交渉することになっており、
したがって代議員などによる職場交渉はおこなわれていない。ただし、東京事務所は場所的にも離れ、工場と違う条
件下にあるので、ここでは担当の執行部員を中心として会社側と折衝がおこなわれることがある。そのほか、自然発
生的に職場交渉がおこなわれたケースが少数ある。そのうちの一つは、仕事のやり方に問題があるとして、課の編成
を局部的に変更する要求が職場から出たものである。この際は、支部執行部は裏面から指導したが、交渉は職場が主
体となって行なわれた。一般に、職場問題の解決を下部の交渉に委ね、これを奨励すれば、組合員意識を高める可能
性は考えられる。しかし、活動家を増やし、末端の委員と一般組合員の接触を密接にする一方、交渉は執行部でまと
めて行うことが、組織の統一を守り、一貫した方針で臨詮得るので有利であるとの判断もあるようである。そこで、
支部の組織を末端においてどうするかについては現状では懸案となっている状態といえよう。
つ
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に
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般
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、
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こ
れ
を
、
昭
和四九年春闘の経過からみよう。前年十二月中。下旬から支部執行部段階での準備がはじめられ、三月一一日に要求
が提出されているから、三ヵ月の準備期間を要している。この間、執行部を中心に全国金属と鉄労協の各種の集会や
学習会に関係者が出席する。一方、一般組合員はアンケートで賃上げ要求額を回答し、「家計実態調査‐｜等も行なわ
れ、これは集計されて要求額決定の参考資料となる。執行部の方針がほぼ固まったところで、第一ラウンドの「ブロ
ック別職場討議」が三次に分けて、一月末から二月中旬にかけて行なわれた。第一次は情勢の把握、第二次は対経営
最近長期のストライキが行なわれることがあるが、賃金の喪失については、個人負担とする原則である。「……ス
トをやれ、何をやれという人間に限って、（賃金カットされた）四月の給料を見て不平ダラダラ、あまりにも矛盾し
ている」「（しかし）要求貫徹まで争う（のである）ならばやはりそれだけの用意をしなければならない。……闘争資
金を多く積立てるか、全金全体で金を積立て、それでストをやっている組合員に最低生活を保障させる制度を作らな
ければ（ならない）」二七一一春闘』に掲げられている組合員の声）。執行部のＯ氏によれば、前半に書かれているよう
な矛盾が深化しないため、即ち、生活を賭けてストライキに坂組む趣旨で、組合として賃金の喪失分を補償しない方
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者要求と配分、第一一一次は闘争のすすめ方を討議している。第一一次職場討議後、配分に関する賃金研究小委員会がおこ
なわれ―一月一一一一日に、結論に達している。第一一一次の職場討議後、（二月一五日）拡大委員会で、職場討議を集約して
いる。その後、職場討議の第二ラウンドがはじまり（二月下旬）、’一一次に分けて検討がおこなわれている（一一一月四日
まで）。これらの意見を集約して一一一月六日支部要求の議案書が各職場に配布され、八日臨時大会が開かれており、一一一
月一一日に統一経協で要求が提出されている。以上、支部の要求が決・まるまでに、二回にわたり周到な討議があり、
一般組合員は要望を述べたり、全国金属、鉄労協の動向など支部外の状況を知ることができる。要求にあたり、配分
や闘争方法・まで含めて一般組合員にとってＪ｜も身近なｊい）のとなるよう努力が払われているといえよう。交渉の進展する
過程では、一般組合員はストライキ中の諸行動に参加するほか、それ以外の時に‘も交渉の進展について絶えず怖報を
与えられ、集会や各種の行動をする（例えば、経協から団体交渉に切り換えられると、「全員待機」し、抗議団を送
る）。ストライキにあたっては、組合員の全員に闘争に参加している意識を高める努力が払われ、そのための統制‘も
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が好ましいと判断しているという．この見解は、経常的な交渉ｌ組織防衛解雇反対などでなくｌでは、ストライ
キ中の損失自己負担の原則が一定のストライキ期間後、労使がその力に適わしい妥協点あるいは組合が闘争を自制す
る点を見出す上に有効であることを前提とするものである。経営者や対立組合によって全国金属の「闘争至上主義」
が云為されるなかで、引用文後半の制度が確立せず、意図しない結果であるとしても、右のような事実が見出される
のは注目される。現在、支部では個人別に月五○○円を、将来の大きな争議の際の準備に闘争資金として積立てると
ともに、月二○○○円を春闘時の生活資金として毎年四月満期で積み立て、ストライキ時の生活費の手当をしてはい
るが、個人の預金である点で、ストライキ中の損失自己負担の基本に変りはない。
ストライキにあたって、経済的にも一般組合員の責任が問題になるほか、具体的な行動についても一般組合員の参
加が求められている。昭和四九年の春闘記録の中で、組織部のＡ氏は「闘争は全組合員で闘っているということを常
に意識する必要があると恩と今年はストライキの待機にあたって「歌声、学習会、構内デモ、シュプレヒコール等
を断続的におこなう」ことを計画したと述べているが、これも交渉を幹部の糸のものとせず、一般組合員との関係を
深める方針を示すものである。終結の過程では、交渉団がストライキ実施中に妥結の方針を固めてもストライキは直
ちに解除せず、ａｂ両支部で大会を開き、全体としての投票で支持されてはじめて闘争態勢が解かれる。交渉団が妥
結を予定しながら投票で承認されず、再交渉した例についてさきに述べた。
闘争期間中以外でも、一般組合員の大会への出席が重視されている。組合規約には、「大会にやむを得ず出席出来
ない場合は所定の屈出用紙にその事情を記載し、組織部長の承認の後、執行委員長の許可を得て大会議長に提出しな
ければならなと（第四二条）とあり、制度上強制を加え、実際上も、個人別の大会出席状況が記録されるという厳
第６表 大会出席状況（昭和39年）
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また、昭和四○年九月の機関誌によれば、
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然読まない」老八％という分布で、とく
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八二
職場レベルの諸問題の処理方式
に年齢の若い層での関心が相対的に低かった。当時から組合活動に関心の低い層があり、若い年齢層でその比率が高
いという一般的傾向から染てこの企業も例外ではなかったといえる。
現在、この状況はかなり改善され、大会出席率は高まって第六表のような定足数に関する懸念はなくなったようで
ある・その理由としては、まず前記のように、昭和四十年の長期スト前後から、組合員が団結して行動する経験を重
ねて来たこと、その過程で、一般組合且の活動と参加を尊重し、大会と職場討議を重視する運営がおこなわれて来た
ことをあげなくてはなるまい。なお移転により交通不便な場所に工場が移って、交通事情を反映して大会議事が能
率化したり、通勤バスの運行時刻から早退しにくいという単純な理由がこれに加わる。
春闘のストライキ中にも、欠席、遅刻、早退がふられることや、交渉団による交渉中などに生ずる待機中の自由行
動が放漫に流れることが、例年、春闘の総括の中で問題とされている。昭和四六年春闘は、妥結時に一般組合員の突
き上げがあった年であるが、その闘争記録の中で、ａ支部大会議長Ｔ氏は、それまで「レジャー部」としか考えてい
なかった青婦部が、ストライキ中よく活躍したとし、「次代を担う若人が大勢いたことは組織の健在として率直に喜
びたい」と評価するとともに、「それに引き替え、……長期のストの中でただただ「娯楽専門」と何とか口実を見つ
けて早退をすることに全精力を使っている人達、この春闘ばかりでなくいつの大会でもそうだが顔馴染？のこの人
達が早退届の用紙を持って議長席に来ると、何か情けない気持になってくる」と述懐している。同じような反省はそ
の後も解消しておらず、西のｂ支部青年部長Ｙ氏峰昭和四九年春闘記録の中で青年行動隊として、活動はぽぼ満足
すべき●ものであるが、組合活動を理解しない者がいて春闘中の文化体育行事でさえ「本来の団結力の強化といった．も
の抜きにして語らなければ人が集まらないといった現状があった」、（青年部の）討論集会、学習会等に参加する人
がきまっていた等の反省をしている。以上のように、社会一般にみられる青年労働者の脱組合化傾向は、この支部の
運営の中でも十分克服できていない困難な課題である。なお、企業の環境が悪化し会社業績が低下するとともに、ス
トライキを背景として闘争する方針に消極的な組合員が出て来ることも無視できない。問題の昭和四六春闘では、要
求決定と同時に、いわゆるスト権を確立しようとする執行部方針と、不況下では交渉の推移によってスト権を樹立す
べきであるという意見が対立し、執行部が、職場討議に加わってその立場の説得に努めたという経過がある・前項で
ゑたとおり、ａ支部は、従業員の範囲、ショップ制等会社との関係では一般の企業別組合と同じく、従業員資格と組
合員資格が原則として完全に一致しており、組合が戦闘性を貫こうとすれば１両資格の対立が顕在化する不況期でと
くにｌ企業の安全を優先する組合員をいかに篝するかが、大きな露とならざるを得ない．数襄職麗を維
持し定着させてきたａ支部ではあるが、脱組合化の傾向や企業優先の考え方を絶えず克服しなければならず、対企業
の闘争は同時に自らの組織の弱さに対する闘争でもあるといえよう。
以上、ａ支部は、通常の企業別組合と同様に、正規従業員の象の組織で、その内部組織も普通のものである・代議
員の選出が会社の組織（係など）を単位としていることも一般の例と同じであり、やや特徴というべきものは全員大
会の回数が多く、拡大委員会（代議員と役員（執行部）から構成される）はさらにしばしば開かれることである（第
一一一表）。代議員はそれぞれの職場から、各種の方法で選出されるが、その活動は執行部に対して受身で、職場交渉は、
一部を除き行なわれない。一般組合員は、徹底した職場討議への参加、大会出席、ストライキへの参加（行動と費用
負担）により組合活動の一端を担っている。この組合にも、一部の組合のように企業意識の強い層、若い脱組合的な
行動を示す層があり、その克服が課題となっているが、組合活動の多くの機会に参加することを強制しつつ、他方で
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は、一般組合員の発言を尊重する組合運営により、団結の確保に成功している。ａ支部が職場を超えた従業員の集団
である結果従寶として共邇の利益がＩ戦闘的腱ｌ震ず邉求されることになり個別職場の問魑や纏人の苦情
は第一一義的な位置を占めることになると思われる。職場討議で個別職場の要望は表明されるものの、執行部により企
画され、討議資料が与えられるのが普通である。
Ａ社来京工場は、昭和四六年に東京都東部から現在地に、事務部門の一部は都心の別のビルに移転した。この移転
をめぐって、Ａ社ｌａ支部間で、長期にわたり多方面かつ詳細にわたる交渉があったが、これは、職場問題の処理に
関する、両者の関係を代表するものであった。その経過は、岐近（昭和四八年九月）、闘争記録として約一一五○ペー
ジの冊子にまとめられた。経過は注記のとおりである。
この冊子について、目下の問題について注目すべき点をまとめておこう。個別の問題については、それぞれの項目
として後にとり上げる。
第一に、移転に関する協定は遁大なもので、中項目の数の糸をあげれば、労働条件に関し一二項目、福利厚生に関
し一七項目、安全・衛生に関し五項目、生産に関して一一項目および人員計画表、移動の具体的計画について四項目、
東京事務所に関し一七項目、その他一一項目に及び、このほかに別協定七項目を数える。それぞれの中項目は小項目に
分れ、実施に臆さらに細目にあたる決定が必要であった。ａ支部が、これらの全部に関与しているのであるから、ま
さに巨大な交渉事項といわなくてはならない。記録によれば、一一一一回の経協と二回の団体交渉がおこなわれた。この
三
工
場
移
転
認する柔軟な対応を示した。
ほか寧他の協議機関で交渉・協議されたものがあった。
第二に、すでにふれたところであるが、工場移転に対するａ支部の基本的姿勢について「会社の都合による移動で
あることを充分にふまえ、経営側の労働者への一方的犠牲転化をはね返して行くこと」と「全組合員の意見を盛り込
んだ要求を設定し、会社と交渉してその要求が受け入れられ、移転することが、私たちの利益につながることの判断
が確認された時、全面的に移転することに賛成して行くべきであると考えます」（昭和四五・二・七書記局文謹）
という方針が設定され、この方針は支持され、貫かれた。執行部は「大合理化」ｓ七一春闘』におけるＮ氏の表現）
と把握しつつ当初から絶対反対とはせず、要求が通れば賛成、通らなければ反対という態度をとったと言えよう。当
初から組合は移転反対闘争としてでなく移転闘争として問題を位置づけたのである。昭和四五年一○月下旬におこな
われた調査でも、「移転にはあくまで反対する」意見は八名、｜・八％に数えるに過ぎず、一般組合員は移転の条件
を明らかにすること、または整えることを求めていたので、執行部と一般組合員の意見のずれはなかったといえよう。
一般組合員に移転そのものに絶対反対の意見がほとんどなかったのは、製品の大型化などによる旧工場の欠陥が日常
の生産活動の中で感じられていたこと、移転先が通勤圏内にあり、すでに一部操業してなじふもあったこと、移転に
より労働生産性は高まるものの増員が予定されていたことなどがあげられよう。会社は、同年二月一一一日、エ場移
転の条件を示したが、組合側は、約一一一ヵ月を経て集約した要求を提出し（｜｜月二八日）、以後この要求を基礎に交
渉が進められた。さきにふれたように、この際も支部が労働の諸条件の決定に主導権をとって行き、会社もこれを容
第一一一に、組合は、ストライキを背景とする大衆路線を踏襲した。組合側の移転の条件は、執行部で案を出すのでな
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八六
く、組合員、代議員を中心に「移転対策委員会」で検討されたものが基礎となった。この委員会には四つの小委員会
（労働条件・安全衛生、福利厚生、生産および東京営業所）がおかれ、それぞれの小委員会は、組合員四’五名、代
議員一’二名、執行委員一名という構成であった。委員会、小委員会の会議は、四五年九月末から翌年八月まで七六
回に及んでいる。このほか、全員に対するアンケートもおこなわれた。小委員会の答申は執行部の見解を添えて職場
討議に付され（二月一八’一九日）、拡大委員会で集約し、執行部による議案醤の作成配布、職場討議を経て、臨
時大会に持ち込まれ、要求が確定した（二月二七日）。この大会で「スト権」が確立された。時間短縮、時間外割
増の増額、移転手当、通勤手当など労働条件に関する部分については、経協の協議では合意に至らず、ストライキを
背景とする団体交渉に移行し解決した。
第四に、苦情処理的な活動を、支部執行部を中心に綿密に行った。移転交渉は、前記団体交渉の後、二月九日の大
会で事実上妥結したが、協定が具体化する過程で細目を折衝する必要があった。「さらには会社と組合負の個人折衝
●
●
●
●
●
●
 
の中から問題が生じ解決不可能な場合はその解決にあたり、その内容を協定書に補充していった」支部は、基本要
求について妥結した後も、「新たに起きてくる問題点、派生的におこる条件等を組合員の立場にたって解決し、その
ことを含めて対会社との協定内容とすべきであるとの方針をとった」と記録されている。このようにして本協定轡調
印は、事実上の妥結（暫定協定）後七カ月を経た、移転直前の四六年九月であった。苦情が、組合全体の問題として
扱われ、交渉と融合している点が注目されよう。
物的な工場移転を終ってから、移転の事後処理が支部にとっての課題であった。支部に第二次の対策委員会が設置
された。この委員会は、協定が満足に実施されたかどうか点検し、移転後新たに生じた問題点について実態調査を行
なぅこと等を目的としていた。実態調査は組合員全部を対象にアンケートとしておこなわれた（四六年一一一月）。こ
れは、工場については、通勤、福利・厚生、工場全体の安全衛生と環境設備、各職場の環境と生産、移転後の問題点、
および協定の遵守状況に関する詳細なものであった。アンケートには意見要望欄が設けられ、老大な件数の要望が寄
せられた。この結果から、緊急で重要な事項がまとめられ、委員会から執行委員会に答申書として提出された（四七
年二月）。これらは、同年の春闘の際、ａ支部の「要求」と「申し入れ」として会社側に提出され、解決された。アン
ケート等にあらわれた多数の意見は、委員会（執行委員、前執行委員、一般組合員）で取捨選択された後、一般の交
渉の中で処理されたのである。
移転問題に関する事後処理はその後も続いた。昭和四八年春闘では、基本協定で再協議することになっていた、時
間外割増賃金について、交渉がおこなわれた。これは、工場移転により、生活上の不便が増大するので、時間外、休
日の勤務を厳格に規制する一方、止むを得ないものについて割増率を高めようとするのであった。このほか、協定書
にも盛られていた作業環境、福利厚生施設の改善を要求し、協定に達した。
最後に、組合員の要望を集約して交渉し、苦情処理的な活動をおこなうことによって多くの問題が解決され、組合
員で移転に伴い退職した者は、四名にとどまった。これは同業他社の移転の場合に比較して非常に少ない数であっ
た。闘争記録は、その総括の部分で、当初から退職金増額の要望も出たが、「執行部としては一般的要求とは同一視
はしなかった。何故なのか、退職金の増額要求は退職者のあることを前提とするものであり、……「移転闘争」全体
を弱める結果をまねくと判断したからである」と述べている。また、これは移転に伴い、高齢者等を事実上解雇する
企業一般の傾向を、警戒した処置であった。支部が移転に応ずる方針が決まり、移転開始の直前に退職の申し出があ
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ったが、「その退職金（として）は当然、全組合員が理解し退職者自身が喜んで理解できる退職金を渡得したのであ
る」と記録されている。これは、移転に関する協定には記載されず別個に処理された。
移転闘争は、それ自体としてもユニークなものであったが、以下各項にあらわれる多方面の職場問題が、全体とし
ては交渉的姿勢で貫かれたこと、同じ姿勢で苦情処理的な事後措置が綿密におこなわれたことを特徴として指摘でき
い（」〔ノＯ
（注）
工四移転と移伝闘争の概要
「……旧エ蝿は地鐘椰下に悩まされ、また製伽の大型化が進むにつれ作業敷地の手狭に軒慮せざる左仰十、公社は大型工渦述股の必喪により土地を翰色し．肥和三八
年新工鋤の地に約一一万坪を剛入し、翻年秋より一部操業を側鮒して来ました。
当初は旧工期の分エ期として外駐を主力に作業を行なって来ましたが、鉱二期計刷（昭和四五年完Ｔ）も資金繰り等の関係から挫折し、旧工圏の敷地光却によって述
股を逆め新エ期に統合する計阿変災を行いさした。しかし、なかなか売却も思うように行かず一部の珊股叶両の柔に計囮変奥し進めて来たところ．昭和四一工年叉突如土
地冗却が進瓜し、東京都との売却契約が成立しました。
会社は、仮契約の段麟で早速組合に旧エ鍋の売却と新エ期移転の相映をもちかけ、協力を要講して来ました。
組合峰突然の売却決定に疵らに移転対嘘部を汲世し、対餓委貝会を組織して移振囲争に入りました。対簸委の各小委貝会に於ける研究と全釦合貝によるアンケート
鋼査鋪から要求を生柔出し．戦酎での対餓をくり返しスト楓をもって要求を拠出致しました。
私たちはこの川争に取瓢むに当って移振への賛否は要求に対する会社の態哩により決定することを前提として、会社と変渉を通めスト枢による闘争体制をもって団
交を正ね、徹伐交渉の中で舷終的な条件を引き出し（富した。左た旧工期と一締にあった耶務部門の一部を郁心に新股する）東京事務所への移賤に関する興求を合せ四
六牢記月九日移帳に賛成することの決定を下しました。
爾後移転までの挫件交渉と共休的な移肋協廠を進め、一○月末全此の移動悲窕了しました。さらに移伝後の耐問阻対旗として、帥一聿次移嘘対厳委の活動が池められ、
新たな挫求をおこし移転醐争を締繩し今Ⅱ握麺りました。」〔ａ支部蝿争記録（昭和川八年九月）。一部修正した〕
